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池田
泉州

A行 B行 C行 D行 E行

1.01.池田泉州ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟと池田泉州銀行の概要 

設立日 昭和26年9月1日 

所在地 大阪市北区茶屋町18番14号 

代表者 代表取締役頭取 藤田 博久 

資本金 507億円 

店舗数 139ヶ店 

店舗外ATM 217ヶ所（駅のATM 102ヶ所含む） 

（平成26年9月末現在） 

【大阪・兵庫の地銀における順位】 

【池田泉州ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ沿革】 

（大阪および兵庫に本店を置く地銀・第二地銀と比較  
       平成26年9月末現在／当行調べ） 

【池田泉州銀行プロフィール】 

【全国地銀における順位】 

（当行調べ） 

貸出 預金 

（46,984億円） 

1位 1位 

（36,360億円※） 
預金残高  H26年9月末 地銀 第18位 

貸出残高 H26年9月末 地銀 第17位 

不良債権比率※ H26年9月末  地銀 第10位  

保険販売実績 H26年上期  地銀 第 6位 

外貨両替取扱高 H23年以降  地銀トップクラス 

※ 事業再生子会社を含む。 

※ 事業再生子会社を含む。 

池田
泉州

A行 B行 C行 D行 E行

就職人気度 日経就職ナビ 地銀 第 2位 
ｱﾝｹｰﾄ（H25/12上旬～H26/1月下旬） 

平成21年 10月 池田泉州ホールディングス設立 

平成22年 5月 
子銀行が合併 
    「池田泉州銀行」誕生 

平成24年 1月 システム統合完了 

平成25年 

3月 ＭＵＦＧ持分法適用解除 

9月 
証券子会社設立 
  「池田泉州ＴＴ証券」開業 

平成26年 12月 
自然総研を 
ＨＤ直接出資の関連子会社化 
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1.02.全国有数の恵まれた地盤① 

大阪神港、３つの空港を有し、アジア貿易では国内No.1  

主要エリアである大阪府、兵庫県で
も総人口減少は続くが、他府県に比
べエリアのポテンシャルは依然大き
い。 

エリア内の人口動向 

都道府県別人口推移 

高齢者人口推移（65歳以上） 
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カテゴリ 地域へのプラス効果 地域へのマイナス効果 

泉北高速 

鉄道買収 

・泉ヶ丘駅前地区（駅南エリア） 

 の再開発 

・新規雇用拡大に伴う人口増加 

 

  

 

・駅周辺の商業施設等の充実に 
 よるニュータウン内に在る、 
 地元商業施設衰退（近隣センター） 

 

・新規雇用創出/利便性向上に 

 伴う人口増加 

 

  

  

・大規模資本による地元商業施設 

 の低迷 

・交通渋滞・騒音等による住環境 

 の低下 

 

 

エキスポランド 

跡地 

複合施設開発 

・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ/ｱｳﾄﾊﾞｳﾝﾄﾞ増加 

・利便性向上に伴う人口流入増加 

・伊丹空港の再国際化？ 

  

・域内旅行客、人口増加に伴う 

 交通渋滞 

・外国人流入増加に伴う不法滞在 

 の増加 

 

関西国際空港と 

大阪空港の 

運営権売却 

・利便性向上に伴う人口増加（2,000名） 

・商業施設等の売上増加 
  （546億円/330事業所） 
・箕面船場地区の再開発（500億円）  

・自治体債務の増加（箕面市） 

 北大阪急行 

延伸 

・インバウンドの拡大 

・IR関連の雇用拡大 

・外国人対応に伴う資金需要拡大、 

 景気刺激 

 

・治安悪化（懸念）、交通渋滞 

・エネルギー消費の拡大 

 

 

統合型リゾート 

（ＩＲ） 

・梅田エリアの魅力向上 

 インバウンドの拡大 

 

・エネルギー消費の拡大 

 

 
うめきた2期 H26/7 

南海電鉄による 
泉北高速鉄道買収 

（買収費用） 
750億円 

H27/秋 
エキスポ跡地 

テーマパーク開業 
（年間来場者予想） 

2,000万人 

H28/1 
関空/伊丹空港 
コンセッション 

（売却予想金額） 
2.2兆円（分割） 

H32 
北大阪急行延伸 

（経済効果） 
2,172億円（ｲﾆｼｬﾙ） 

578億円（年間） 

H32？ 
統合型リゾート 

（経済効果） 
5,000億円～1兆円 

（イニシャル） 

H34 
うめきた2期 

（面積） 
17ヘクタール 

       H27 （国家戦略）特区関連 

『医療分野』：大阪大学、京都大学、国立循環器病研究センター 
『都市再生･まちづくり』：大阪市、阪急電鉄 
『教育』：大阪府、『外国人活用』：大阪府 
 合併以降プレゼンスが高まり、 

地域からインフラ案件への相談が増加 

1.03.全国有数の恵まれた地盤② 
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1.04.当社グループの業績推移 

（単位：億円） （単位：億円）

連結当期純利益 預金・貸出金

　　※25/3末以降の残高は、事業再生子会社２社含む

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 26/3末

34,635 35,123 35,274 35,967 36,170

42,668 43,570 44,077
45,128

46,173

貸出金 預金

337

▲ 50

0

50

100

150

200

▲ 28

76

38

101

166 170

322

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期

（予想）

 事業再生子会社 
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当行が目指す 
［新たな     
 収益モデル］ 

➢全国有数の恵まれた地盤 
 ・東京都に匹敵する人口（1,348万人）、 
  事業所（68万事業所） 
 ・阪神港、3つの空港を有しアジア貿易では 
  国内№1（シェア15%） 
 
 

➢都市型地銀⇒厳しい競争 
 ・預金シェア：6%、貸出金シェア：7% 
 ・周辺地銀の流入増（攻勢） 

外 部 環 境 

○親切で新しい 
 地域第一主義、お客さま第一主義、独自の提案力 

 
 
（1）効率化の徹底 
   ～合併シナジーの極大化、事務効率化 
（2）アライアンスの推進 
   ～資本提携や業務提携、開かれたHD・BK 
（3）競争力強化のための独自戦略 
 ①アジア・チャイナビジネスのサポート力強化 
 ②プライベートバンキング業務の推進 
 ③産学官連携推進と 
    先進テクノ企業のサポート 

戦  略 内 的 資 源 

現 
在 

2020 

年 

（変
化
） 

・総人口→今後10年間▲4.2％減 
 ～周辺地域比緩やかな水準 

・高齢者人口→+5.6％増 

・事業所数→年率▲2.5％減 

・海外への更なる進出加速？ 

・開業率は下落傾向（3.1%、3年間▲0.9%）、 
 一方廃業率は増加傾向（7.6%、同+1.1%）  

➢競争は一層激化 ⇒ 『淘汰』も 
＜銀行への影響＞ 
・預金：減少 
・貸出：残高伸び悩み、金利低下傾向 
・『相続』に伴う預金の大量移動 
 ～相続資産の6割は地銀以外に流出 

基本戦略（勝ち残り戦略） 

関西№1のリレーションシップ 
地域金融グループ 

 
 
 
 
［重点戦略］  ①収益力の拡大 ～独自の提案力強化と変化に対応した『ビジネスモデル』確立 
         ②強靭な企業体質の確立 ～BPRの徹底⇒合併シナジー極大化 
         ③自己資本の充実 ～最適な長期的資本政策の遂行 

・合併シナジー 
  ～営業面・コスト面とも『余地』大 

・唯一の『独立系』『地元』銀行 

・稠密な店舗網（府内最大の有人店舗網） 
  ～全店1時間以内の本部サポート 

・シニア層、地主層取引に強み 

・他行に先駆けた独自戦略（戦略３本部の設置） 

・自己資本 ～質・量両面での充実 

・OHR 
  ～コスト/収益両面で改善余地大 

・中小企業取引 
 特に新本店周辺（大阪市内）が低ｼｪｱ 

・資金決済機能 
 ～個人、法人共に余地大 

・投資銀行業務、外為、デリバ等 

・高コスト体質も、ある意味『チャンス』 

個
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

法
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

強
み 
弱
み 

従来からの、『基本戦略』『グループ中期計画』は不変 
将来の環境変化を踏まえた、持続可能な収益モデルを付加 

 ⇒『長期経営計画～2020年度に向けて』を策定 

キ
ャ
ッ
チ 

ア
ッ
プ 

チ
ャ
ン
ス
に 

転
化
可 

企
業
価
値
の
向
上 

2.01.『長期経営計画〜2020年度に向けて』のコンセプト 

①貸出業務は『収益』ビジネスの入口 
②世代を繋ぐビジネスへの取組み 
③住宅ﾛｰﾝｽﾄｯｸを活かした商品提案の多様化 
④預り資産の増強 
⑤アジアチャイナ戦略の更なる強化 
⑥チャネル戦略の変革 
⑦BPR（コスト削減） 

どのマーケットで、  如何にして（新しい施策） 

中小企業/オーナー 

地元地主層 

個人シニア層 

2013年度 2015年度 2020年度
（実績） 【中期計画】 【長期経営計画】

【池田泉州ホールディングス（連結）】
経常利益 175億円 185億円以上 250億円以上
税金等調整前当期純利益 196億円 185億円以上 250億円以上
当期純利益 166億円 160億円以上 165億円以上
自己資本比率 10.49% 10％程度 10％程度

【池田泉州銀行（単体）】
コア業務純益 132億円 210億円以上 270億円以上
総資産 5兆3,386億円 5兆5千億円以上 6兆円以上
コア業純ROA（与信コスト控除後） 0.29% 0.3％台半ば 0.4％台半ば
コアＯＨＲ 77.7% 60％台 60％台前半
自己資本比率 9.69% 10％程度 10％程度
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➢ 子銀行の合併（22/5月）、システム統合（24/1月） 
 
 
 
 
➢ システム関連コストの削減 
➢ 事務プロセスの共通化、人員削減 
 

            ➢ 効率化によるコスト削減 
              ⇒ 物件費、人件費 

2.02.合併シナジーの発揮 

シナジー効果 

合併シナジーの実現 

合併シナジーの発揮 

コストシナジー 

・人員削減はオンライン 
3,500人体制目指す 

・人事制度改定、 
ダイバーシティの推進 

➢ コスト面のシナジーだけでなく、 
営業関連のシナジー（有形・無形）も実現化 

  

➢ 預貸金のバランス、預貸率改善 
→ 高コスト調達からの解放 
 

➢ 営業ノウハウの共有（強みの共有） 

→ 外貨両替、預り資産業務 等 
  

➢ 営業ｴﾘｱの拡大（取引先の補完関係） 

→ 店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ、Patsat、提携ｶｰﾄﾞ 等 

預貸金ｼﾅｼﾞｰ 

営業ｼﾅｼﾞｰ 

エリアｼﾅｼﾞｰ 

Ｈ26年度以降、 
年間50億円以上の 
シナジー効果が継続 

本体人員 合併前比

合併前
（H22年3月）

4,235 名

H26年3月末 3,686 名 ▲ 549 名

H26年9月末 3,673 名 ▲ 562 名

H28年3月末
【計画】 3,500 名 ▲ 735 名

（単位:億円） 
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2.03.アライアンス戦略 

三菱UFJリース 
興銀リース 

JCB 
VISA 

動産担保融資 
カード・リース 

生保：国内外 
損保：国内外 

商品提供 
（保険） 

近畿経済産業局 
産業技術総合研究所 

中小企業基盤整備機構 
国際研修協力機構 

経営サポート・ 
技術開発支援 

 大阪：7大学 
 兵庫：4大学 
 京都：4大学 
和歌山：1大学 

産学連携 

三菱総合研究所 
日本経済研究所 

三菱UFJリサーチ& 
コンサルティング 

提案 
コンサルティング 

 
メガバンク 

日本政策投資銀行 
国際協力銀行 

商工組合中央金庫 
他地銀 

証券会社 
投信会社：国内外 

アライアンスの 
全面サポート 

人材交流・育成 
育成投資・協調投融資 

蘇州市 
人民 
政府 

日中ビジネス振興 
経済・文化交流 

商品提供 
（投信） 

弁護士 
会計士 
税理士 

高度なニーズに対応 

公的支援機関 

大学 

銀行 

専門家 シンクタンク 

証券会社・ 
投信会社 

リース・ 
クレジット 生損保 

蘇州 
駐在員 
事務所 

連携協定 

大阪：15自治体 
兵庫： 4自治体 

自治体 

メガバンク 
現地銀行 

進出企業 
ネット 
ワーク 

アジア 

法律 
会計 

事務所 

商社 

現地機関 
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2.04.３つの独自戦略 

世代を繋ぐビジネスへの取組み 

 
採択先 
１４５先 

応募 ２,２０９件 

 
採択先 
１６６先 

ニュービジネス助成金 
コンソーシアム 

研究開発助成金 

環境変化への対応による収益増強 

先進テクノ企業のサポート 

世代を繋ぐビジネスの強化 
➢ 高齢者ビジネス 
➢ 相続人世代との接点強化 
➢ 資産を残す・次世代へ渡す 

⇒ 資産維持・運用、医療・介護、 
 遺言信託、遺産整理業務、保険 等 

『海外ビジネスサポート力』 
地域ナンバー1を目指す 
➢ 関西唯一の蘇州駐在員事務所を 
  活用したきめ細かなサポート 
➢ 関西№1のアジアチャイナ 
  金融ネットワーク 
➢ 豊富な海外経験者による高度なサポート 
➢ トップクラスの外貨両替高、品揃え 

産学官連携と先進テクノ企業のサポート 
➢ 産学官連携の推進 
  →ビジネス交流会、 
   ビジネス・エンカレッジ・フェア 
➢ ネットワークを活用した 
   案件発掘、提案活動 

⇒ Ｍ＆Ａ、シローン、マッチング 等 

先進テクノ本部 

アジアチャイナ本部 

プライベートバンキング本部 
（単位：百万円） 

（収益：百万円） （取扱高：百万ドル） 
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2.05.地域との共存共栄 ⇒ 『地域』創生 

当社グループのこれまでの取組 

 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ～関西活性化フェア～ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｴﾝｶﾚｯｼﾞ･ﾌｪｱ 

 大学との連携協定締結（関西学院大学～） 

 ニュービジネス助成金 

 コンソーシアム研究開発助成金 

 蘇州駐在員事務所、蘇州懇話会 

 戦略３本部発足 

 自治体との連携協定締結（堺市～） 

H12～ 

H16～ 

H16～ 

H15～ 

H18～ 

H22～ 

H23～ 

 関西活性化シンポジウム H22～ 

１５大学と連携協定締結 

応募総数５７９件 

応募総数１，６３０件 

大阪（２回）・蘇州・ハノイ 

１９自治体と連携協定締結 

３つの独自戦略 

延べ１０万人以上が来場 

『まち・ひと・しごと創生総合戦略』 
へ繋がる施策を既に取組 

地域活性化、『地域』
創生に役割を発揮 

地銀唯一 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 



13 

当行が目指す 
［新たな     
 収益モデル］ 

➢全国有数の恵まれた地盤 
 ・東京都に匹敵する人口（1,348万人）、 
  事業所（68万事業所） 
 ・阪神港、3つの空港を有しアジア貿易では 
  国内№1（シェア15%） 
 
 

➢都市型地銀⇒厳しい競争 
 ・預金シェア：6%、貸出金シェア：7% 
 ・周辺地銀の流入増（攻勢） 

外 部 環 境 

○親切で新しい 
 地域第一主義、お客さま第一主義、独自の提案力 

 
 
（1）効率化の徹底 
   ～合併シナジーの極大化、事務効率化 
（2）アライアンスの推進 
   ～資本提携や業務提携、開かれたHD・BK 
（3）競争力強化のための独自戦略 
 ①アジア・チャイナビジネスのサポート力強化 
 ②プライベートバンキング業務の推進 
 ③産学官連携推進と 
    先進テクノ企業のサポート 

戦  略 内 的 資 源 

現 
在 

2020 

年 

（変
化
） 

・総人口→今後10年間▲4.2％減 
 ～周辺地域比緩やかな水準 

・高齢者人口→+5.6％増 

・事業所数→年率▲2.5％減 

・海外への更なる進出加速？ 

・開業率は下落傾向（3.1%、3年間▲0.9%）、 
 一方廃業率は増加傾向（7.6%、同+1.1%）  

➢競争は一層激化 ⇒ 『淘汰』も 
＜銀行への影響＞ 
・預金：減少 
・貸出：残高伸び悩み、金利低下傾向 
・『相続』に伴う預金の大量移動 
 ～相続資産の6割は地銀以外に流出 

基本戦略（勝ち残り戦略） 

関西№1のリレーションシップ 
地域金融グループ 

 
 
 
 
［重点戦略］  ①収益力の拡大 ～独自の提案力強化と変化に対応した『ビジネスモデル』確立 
         ②強靭な企業体質の確立 ～BPRの徹底⇒合併シナジー極大化 
         ③自己資本の充実 ～最適な長期的資本政策の遂行 

・合併シナジー 
  ～営業面・コスト面とも『余地』大 

・唯一の『独立系』『地元』銀行 

・稠密な店舗網（府内最大の有人店舗網） 
  ～全店1時間以内の本部サポート 

・シニア層、地主層取引に強み 

・他行に先駆けた独自戦略（戦略３本部の設置） 

・自己資本 ～質・量両面での充実 

・OHR 
  ～コスト/収益両面で改善余地大 

・中小企業取引 
 特に新本店周辺（大阪市内）が低ｼｪｱ 

・資金決済機能 
 ～個人、法人共に余地大 

・投資銀行業務、外為、デリバ等 

・高コスト体質も、ある意味『チャンス』 

個
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

法
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

強
み 
弱
み 

従来からの、『基本戦略』『グループ中期計画』は不変 
将来の環境変化を踏まえた、持続可能な収益モデルを付加 

 ⇒『長期経営計画～2020年度に向けて』を策定 

キ
ャ
ッ
チ 

ア
ッ
プ 

チ
ャ
ン
ス
に 

転
化
可 

企
業
価
値
の
向
上 

2.06.『長期経営計画〜2020年度に向けて』のコンセプト 

①貸出業務は『収益』ビジネスの入口 
②世代を繋ぐビジネスへの取組み 
③住宅ﾛｰﾝｽﾄｯｸを活かした商品提案の多様化 
④預り資産の増強 
⑤アジアチャイナ戦略の更なる強化 
⑥チャネル戦略の変革 
⑦BPR（コスト削減） 

どのマーケットで、  如何にして（新しい施策） 

中小企業/オーナー 

地元地主層 

個人シニア層 

2013年度 2015年度 2020年度
（実績） 【中期計画】 【長期経営計画】

【池田泉州ホールディングス（連結）】
経常利益 175億円 185億円以上 250億円以上
税金等調整前当期純利益 196億円 185億円以上 250億円以上
当期純利益 166億円 160億円以上 165億円以上
自己資本比率 10.49% 10％程度 10％程度

【池田泉州銀行（単体）】
コア業務純益 132億円 210億円以上 270億円以上
総資産 5兆3,386億円 5兆5千億円以上 6兆円以上
コア業純ROA（与信コスト控除後） 0.29% 0.3％台半ば 0.4％台半ば
コアＯＨＲ 77.7% 60％台 60％台前半
自己資本比率 9.69% 10％程度 10％程度
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2.07.目指すべき経営指標 

2020年度の目指すべき経営指標 

［重点戦略］ 
① 収益力の拡大 ～独自の提案力強化と変化に対応した『ビジネスモデル』確立 
② 強靭な企業体質の確立 ～BPRの徹底⇒合併シナジー極大化 
③ 自己資本の充実 ～最適な長期的資本政策の遂行 

［主なメルクマール］ 
 SIHD連結    税金等調整前当期純利益：250億円以上 
 池田泉州銀行  コアOHR：60％台前半  を目指す。 

目指す姿 

2013年度 2015年度 2020年度
（実績） 【中期計画】 【長期経営計画】

【池田泉州ホールディングス（連結）】

経常利益 175億円 185億円以上 250億円以上

税金等調整前当期純利益 196億円 185億円以上 250億円以上

当期純利益 166億円 160億円以上 165億円以上

自己資本比率 10.49% 10％程度 10％程度

【池田泉州銀行（単体）】

コア業務純益 132億円 210億円以上 270億円以上

総資産 5兆3,386億円 5兆5千億円以上 6兆円以上

コア業純ROA（与信コスト控除後） 0.29% 0.3％台半ば 0.4％台半ば

コアＯＨＲ 77.7% 60％台 60％台前半

自己資本比率 9.69% 10％程度 10％程度
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2.08.長期経営計画の構成 

H26/3期 
(2013年度) 

特殊要因 
控除※後 
コア 

業務純益 

H33/3期
(2020年度) 

コア 

業務純益 

そ
の
他 

業
務
利
益 

貸
出
金
利
息 

預
金
利
息 

有
価
証
券
利
息 

そ
の
他 

資
金
利
益 

投
信
手
数
料 

保
険
手
数
料 

そ
の
他 

手
数
料 

人
件
費 

物
件
費 

税
金 

【単位：億円】 

ボ
リ
ュ
ー
ム
一
定
と

し
た
場
合
の
利
息
減 

中
小
企
業
貸
出
増
強 

消
費
者
ロ
ー
ン
増
強 

預
金
利
回
り
抑
制 

投
信
残
高
増
強 

ス
ト
ッ
ク
収
益
強
化 

有
価
証
券
投
資 

劣
後
債
務
償
還 

保
険
ニ
ー
ズ
増
加 

平
準
払
い
強
化 

Ｐ
Ｂ
部
門
収
益 

証
券
子
会
社
手
数
料 

外
為
収
益
強
化 

人
員
見
直
し 

Ｂ
Ｐ
Ｒ 

消
費
税
増
加 

資金利益 役務利益 その他 経費 

 ◆ 銀行単体ベース 

※特殊要因…ヘッジ目的の投資信託等の解約損益を控除 
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➢ 中小企業/オーナー 
➢ 地元地主層 
➢ 個人シニア層 

どのマーケットで 

 
➢ 店舗チャネル 

将来人口を見据えた店舗戦略 
軽量化店舗、移動店舗等の検討 

➢ 非対面チャネル 
世代交代を見据えた対応強化 

⑥チャネル戦略の変革 

新たな収益モデル 

従来からの『基本戦略』、『グループ中期計画』は不変とし、 
地域金融機関として一層地域全体へのコミットを強めるために…… 

 
➢ 高齢者ビジネスの強化（医療･介護、資産運用） 
➢ 世代を繋ぐビジネスの強化（遺言信託、保険、事業承継） 

②世代を繋ぐビジネスへの取組み 

 
➢ 融資取引を収益ビジネスの入口と位置付け 

基盤拡大に注力、純預金先へも積極提案 
➢ 収益力向上策の展開 

様々な手数料獲得機会を追求 

①貸出業務は『収益』ビジネスの入口 

 
➢ 地銀有数の住宅ローンのストック 

完済後も生涯取引獲得により収益源確保 

③住宅ﾛｰﾝｽﾄｯｸを活かした商品提案の多様化 

 
➢ フロー収益からストック収益への変革、銀証連携の強化 

将来収益の安定化 

④預り資産の増強 

 
➢ 環境変化への対応による収益増強 

ASEAN、FTA/TPPなど取引先の海外進出加速への対応 

⑤アジアチャイナ戦略の更なる強化 

 
➢ 集中事務の拡大、事務部門の体制スリム化 
➢ 業務再構築（外部コンサルも積極活用） 

⑦BPR（コスト削減） 

➢ 法人新規獲得や住宅ﾛｰﾝの取組みを、『将来のﾋﾞｼﾞﾈｽ』に向けた『入口』と位置付け基盤拡大 
→ｴﾘｱﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、独自の保有ﾃﾞｰﾀ活用により『唯一の独立系地元地銀』として法・個人のｼｪｱを拡大 

➢ 高齢者ビジネス：事業承継、医療介護ビジネス、大相続時代到来下の相続税法への対応 
➢ 海外ビジネス：海外進出支援やASEAN共同体、TPP、EPAへの対応 

如何にして（変化への対応） 

収益機会の拡大に向け取組むべき新しい施策 

2.09.フォーカスするマーケット、主要施策 
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2.10.貸出業務は『収益』ビジネスの入口 

競争力強化のための取組み 

融資取引を収益ビジネスへの『入口』と位置付け、地元取引先への総合的な取引に繋げていく。 

新規先は 

順調に成長 

（単位:先） 
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2.11.営業エリアに開拓余地 

『攻めるエリア』と『守るエリア』の明確化 

（個人）地区別取引シェア 

（法人）地区別取引シェア 

大阪中心部の法人取引拡大 

事業性貸出全体（地公体等除く）では、 

H26年9月末 15,891億円（前年比+845億円） 

地区別新規先獲得状況 

『攻めるエリア』で、 
（大阪市内及び 
     その周辺地域） 

全体の約7割を獲得。 

『攻めるエリア』へ資源投入⇒更にシェア拡大！ 

新銀行本店「大阪梅田」からエリアを俯瞰、   
営業エリア内に開拓余地あり 

『攻めるエリア』、『守るエリア』を明確化 

※当社調べ 
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2.12.世代を繋ぐビジネス 

世代を繋ぐビジネスへの取組み 

事業承継 Ｍ＆Ａ 

資産承継 

医療・介護 

世代を繋ぐビジネスの強化（高齢者ビジネス、相続人世代との接点強化、資産を残す・次世代へ渡す） 

約6割の法人に事業承継 
対策ニーズあり 

取引先500社にＭ＆Ａニーズあり 「病院」「クリニック」「介護」の全分野で増加 

遺言信託獲得件数累計 （単位:百万円） 
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2.13. 住宅ﾛｰﾝｽﾄｯｸを活かした商品提案の多様化 

 地銀有数の住宅ローンのストック＝勤労者世帯の情報ストックを保有 
 ⇒データを活用した商品提案の多様化が可能 

当行の 
強み 

退職金 
運用ニーズ 

年金 
受取 

資産承継・ 
遺言信託 

預り 
資産 

安定 
預金 

手数料 
収入 

住宅ローン 
返済中 

住宅ローンで構築した顧客基盤を活用⇒完済後も生涯取引獲得により収益源に 

家電買換ニーズ先への 
無担保ローンクロスセル 

住宅ローン 
完済後 

全住宅ローン先 
約93千先／1.7兆円 

約27千先 
⇒ 毎年6千先増 

住宅取得後 
10年経過先を抽出 

ＤＭ 
非対面 
ﾁｬﾈﾙ 

消費者ローン残高 

現状 

2020年 

316億円 

1,000億円 

無担保ローン 
クロスセル 

住宅ローン先に対する消費者ローンのセット率を現状48.2％→2020年60.0％へ 

⇒消費者ローン残高1,000億円へ、金利収入増強 

 
➢ ATMカードローン 
➢ 新型カードローン 
（キャッシュカード一体型カードローン、 
 MaxV（マックスファイブ）） 
 
 
 

＜新商品・新スキームの投入＞ 

27年1月発売 
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2.14. 預り資産の増強 

投信・保険先数の推移 

➢ 取引基盤拡大、投資信託残高・ 
 平準払保険販売の増加に取組み、 
  『ストック収益の増強』による 
   『安定収益の確保』を目指す。 
 

預り資産のストックビジネス化 

➢ 『総預り資産残高』の考え方を導入、 
 銀行（個人預金+投信・保険）と 
  池田泉州ＴＴ証券の預り資産を 
   合算し評価する仕組みを導入。 
 
➢ 池田泉州ＴＴ証券との連携、 
 SIHDグループの総合金融サービス 
  機能を強化・拡充。 

総預り資産残高 

ＮＩＳＡ 

平準払保険 

天引投信 

投信・保険先数は順調に増加 
 投信先：49,770先（前期比+619） 
 保険先：79,368先（前期比+1,976） 

ＮＩＳＡ口座累計：20,243件 
 ｳﾁ45％が購入実績あり 
天引投信獲得：4,346件 

フロー収益（販売手数料）から、ストック収益（平準払保険、信託報酬等）主体への転換。 

（単位:先） 

（単位:億円） 



3.『長期的資本政策』について 

3.『長期的資本政策』について 

3.01.『長期的資本政策』の概要 … 23 
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3.01.『長期的資本政策』の概要 

③普通株式発行登録 

発行予定額 ２００億円 

発行登録期間 ３月初旬から１年間 

第１回第七種優先株式（強制転換条項付） 
発行 

金 額 ２５０億円 

配当率 年３．０％ 

払込日 ４月７日 

商品性 
概 要 

株主様からの転換請求権は付与せ
ず／平成34年7月以降一定の条件
の下、金銭での取得可能／平成37
年3月31日に普通株式に一斉転換 

第二種優先株式（社債型） 
取得・消却 

金 額 ▲２５０億円 

配当率 年５．１％ 

取得日 ４月７日 

１．本件資本調達の概要 

劣後債務等（８７０億円） 

優先株式（社債型）（１５０億円） 

コール期限到来時に償還（H30/12には残高０へ） 

優先株式（転換型）２５０億円 

既存普通株式＋ 
本件普通株式（２００億円） 

３．長期的な資本政策 

【本件後】 

（１）第二種優先株式２５０億円を、「バーゼルⅢ」に適合した商品に入替 

（２）普通株式発行登録２００億円 

◆バーゼルⅢ対応上必要な、最小限の資本調達 

【今後の方針】 

① 長期経営計画達成の確実性を高める 

② バーゼルⅢ対応に目途 

③ 「配当金＋劣後債務費用」の削減による内
部留保蓄積 

④ 今後の資本政策 
～株主還元の強化とＲＯＥを重視した経営 

内部留保 

２．目的・狙い 

H31/3以降内部留保による取得・消却 

H34/7以降内部留保による取得・消却 

内部留保による自社株買い 

長期経営計画遂行による内部留保積み上げ 
⇒劣後債務償還、優先株式取得・株主還元の原資 

 定款上の第二種～第七種優先株式の発行枠について 
 は、既に発行しているもの及び今回発行するものを 
 除いて、全て、次回の株主総会にて削除及び減額す 
 る方向で検討 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 



3.1.長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

長期的資本政策の目的・狙い 

① 長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

② バーゼルⅢ対応に目途 

③ 「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

④ 今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥを重視した経営 

3.1.長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

3.1.1 .『長期経営計画〜2020年度に向けて』のコンセプト … 25 
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当行が目指す 
［新たな     
 収益モデル］ 

➢全国有数の恵まれた地盤 
 ・東京都に匹敵する人口（1,348万人）、 
  事業所（68万事業所） 
 ・阪神港、3つの空港を有しアジア貿易では 
  国内№1（シェア15%） 
 
 

➢都市型地銀⇒厳しい競争 
 ・預金シェア：6%、貸出金シェア：7% 
 ・周辺地銀の流入増（攻勢） 

外 部 環 境 

○親切で新しい 
 地域第一主義、お客さま第一主義、独自の提案力 

 
 
（1）効率化の徹底 
   ～合併シナジーの極大化、事務効率化 
（2）アライアンスの推進 
   ～資本提携や業務提携、開かれたHD・BK 
（3）競争力強化のための独自戦略 
 ①アジア・チャイナビジネスのサポート力強化 
 ②プライベートバンキング業務の推進 
 ③産学官連携推進と 
    先進テクノ企業のサポート 

戦  略 内 的 資 源 

現 
在 

2020 

年 

（変
化
） 

・総人口→今後10年間▲4.2％減 
 ～周辺地域比緩やかな水準 

・高齢者人口→+5.6％増 

・事業所数→年率▲2.5％減 

・海外への更なる進出加速？ 

・開業率は下落傾向（3.1%、3年間▲0.9%）、 
 一方廃業率は増加傾向（7.6%、同+1.1%）  

➢競争は一層激化 ⇒ 『淘汰』も 
＜銀行への影響＞ 
・預金：減少 
・貸出：残高伸び悩み、金利低下傾向 
・『相続』に伴う預金の大量移動 
 ～相続資産の6割は地銀以外に流出 

基本戦略（勝ち残り戦略） 

関西№1のリレーションシップ 
地域金融グループ 

 
 
 
 
［重点戦略］  ①収益力の拡大 ～独自の提案力強化と変化に対応した『ビジネスモデル』確立 
         ②強靭な企業体質の確立 ～BPRの徹底⇒合併シナジー極大化 
         ③自己資本の充実 ～最適な長期的資本政策の遂行 

・合併シナジー 
  ～営業面・コスト面とも『余地』大 

・唯一の『独立系』『地元』銀行 

・稠密な店舗網（府内最大の有人店舗網） 
  ～全店1時間以内の本部サポート 

・シニア層、地主層取引に強み 

・他行に先駆けた独自戦略（戦略３本部の設置） 

・自己資本 ～質・量両面での充実 

・OHR 
  ～コスト/収益両面で改善余地大 

・中小企業取引 
 特に新本店周辺（大阪市内）が低ｼｪｱ 

・資金決済機能 
 ～個人、法人共に余地大 

・投資銀行業務、外為、デリバ等 

・高コスト体質も、ある意味『チャンス』 

個
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

法
人 

マ
ー
ケ
ッ
ト 

強
み 
弱
み 

従来からの、『基本戦略』『グループ中期計画』は不変 
将来の環境変化を踏まえた、持続可能な収益モデルを付加 

 ⇒『長期経営計画～2020年度に向けて』を策定 

キ
ャ
ッ
チ 

ア
ッ
プ 

チ
ャ
ン
ス
に 

転
化
可 

企
業
価
値
の
向
上 

3.1.1.『長期経営計画〜2020年度に向けて』のコンセプト 

①貸出業務は『収益』ビジネスの入口 
②世代を繋ぐビジネスへの取組み 
③住宅ﾛｰﾝｽﾄｯｸを活かした商品提案の多様化 
④預り資産の増強 
⑤アジアチャイナ戦略の更なる強化 
⑥チャネル戦略の変革 
⑦BPR（コスト削減） 

どのマーケットで、  如何にして（新しい施策） 

中小企業/オーナー 

地元地主層 

個人シニア層 

2013年度 2015年度 2020年度
（実績） 【中期計画】 【長期経営計画】

【池田泉州ホールディングス（連結）】
経常利益 175億円 185億円以上 250億円以上
税金等調整前当期純利益 196億円 185億円以上 250億円以上
当期純利益 166億円 160億円以上 165億円以上
自己資本比率 10.49% 10％程度 10％程度

【池田泉州銀行（単体）】
コア業務純益 132億円 210億円以上 270億円以上
総資産 5兆3,386億円 5兆5千億円以上 6兆円以上
コア業純ROA（与信コスト控除後） 0.29% 0.3％台半ば 0.4％台半ば
コアＯＨＲ 77.7% 60％台 60％台前半
自己資本比率 9.69% 10％程度 10％程度

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 



3.2.バーゼルⅢ対応に目途 

長期的資本政策の目的・狙い 

① 長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

② バーゼルⅢ対応に目途 

③ 「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

④ 今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥを重視した経営 

3.2.バーゼルⅢ対応に目途 

3.2.1.バーゼルⅢ対応に目途 … 27 

3.2.2.定款における優先株式に関する修正 … 28 



27 

3.2.1.バーゼルⅢ対応に目途 

新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）が平成２６年３月末より適用開始 

自己資本比率＝ 
リスクアセット 

自己資本 
「自己資本の定義」が変更 

普通株式 

【バーゼルⅡ基準】 

内部留保 

優先株式（転換型） 

劣後債務等 

普通株式 
内部留保 

優先株式（転換型） 

【バーゼルⅢ適用後】 

劣後債務等 

優先株式（社債型） 優先株式（社債型） 

経
過
措
置
と
し
て 

一
定
期
間
算
入 

社債型優先株式を、新基準対応の「強制転換条項付優先株式」へ入替 
普通株式での調達を行い、バーゼルⅢへの対応に目途 

・株式市場へ「バーゼルⅢ対応に目途」のメッセージを発信 
 最適な長期的資本政策を明示し、当社の魅力を株式市場へ発信 
・安定した自己資本比率維持と、「配当金＋劣後債務費用（銀行にとって 
 の資本関連コスト）」の圧縮により内部留保蓄積のスピードを加速 

自
己
資
本 

自
己
資
本 

自
己
資
本 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 
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3.2.2.定款における優先株式に関する修正 

次回株主総会において定款上の優先株式の発行可能枠について、今回の『第1回第七
種優先株式』の発行をもって、未使用の発行可能枠を削除・減額する方向で検討 

第二種優先株式 
（今回取得・消却） 

第１～３回第四種優先株式 
第１～３回第五種優先株式 
第１～６回第六種優先株式 
第２～６回第七種優先株式 

第三種優先株式 
第１回第七種優先株式 

（今回発行） 

定款より削除する 
方向で検討 

発行可能株式数を 
発行「済」株式数まで 
減額する方向で検討 

既発行済優先株式 

未発行優先株式 



3.3.「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

長期的資本政策の目的・狙い 

① 長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

② バーゼルⅢ対応に目途 

③ 「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

④ 今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥを重視した経営 

3.3.「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

3.3.1.本件資本調達前後の経営指標変化 … 30 

3.3.2.本件資本調達の狙い … 31 

3.3.3.「配当金＋劣後債務費用」の推移 … 32 

3.3.4.資本構成の推移 … 33 
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3.3.1.本件資本調達前後の経営指標変化 

H27/3期 
（予想） 

H28/3期 
（計画） 

～ 
H31/3期
（計画） 

備考 

当期純利益 170 180 210 

純資産（株主資本合計） 1,969 2,290 2,570 

 うち第二種優先株式 250 0 0 

 うち第三種優先株式 150 150 0 

 うち第１回第七種優先株式 - 250 250 H34/7以降取得・消却方針 

劣後債務残高 870 720 0 H30/12には全額償還 

配当金（普通株＋優先株） 53 55 55 
⇒H32/3期 
 以降50  内部留保力 

 ＝株主還元 
  力強化 「配当金＋劣後債務費用」 

＝当社にとっての「資本関連コスト」 
71 71 56 

⇒H32/3期 
 以降50 

優先配当控除後ＥＰＳ（単位：円） 64 58 69 

優先株控除後ＢＰＳ（単位：円） 658 667 819 

ＲＯＥ 8.4% 7.9% 
  内部留保による株主還元により、 
  着実な改善を目指す 

自己資本比率 10%程度 

【単位：億円】 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 
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3.3.2.本件資本調達の狙い 

バーゼルⅢ対応と同時に、「配当金＋劣後債務費用」＝「当社にとっての
『資本関連コスト』」を削減 
内部留保の蓄積スピードを加速すると共に、株主還元の余地を拡大 

普通株式＋ 
内部留保 

約１５７０億円 

劣後債務等 
８７０億円 

優先株式 
（社債型） 

４００億円 

Ｈ２７/３予想 

普通株式 
発行予定額 
＋２００億円 

優先株式（社債型） 

１５０億円 

普通株式 
配当金 

約３６億円 

劣後債務費用 
約１７億円 

優先株式 
配当金 

約１８億円 

２７/３予想 

普通株式 
配当金 

約４３億円 

優先株式 
配当金 

約１３億円 

コール期限到
来毎に償還 

優先株式（転換型） 

２５０億円 

コール期限到
来毎に償還、
費用削減 

【本件後】 【本件以降】 

資本構成の最適化 資本関連コスト圧縮 

H31/3以降 
取得・消却 

H31/3以降
取得消却に
よる配当減 

内部留保 
による自社
株買い検討 

自社株買い
等による配
当軽減検討 

【最終形】 

⇒H30/12 
に残高ゼロ 

H34/7以降 
取得・消却 

⇒H30/12 
以降ゼロ 

【最終形】 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 
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税引後 
当期純利益 
約１８０億円 

税引後 
当期純利益 
約１７０億円 

税引後 
当期純利益 
約２１０億円 

3.3.3.「配当金＋劣後債務費用」の推移 

普通株式 
約３６億円 

劣後債務等 
約１７億円 

優先株式（社債型） 

約１８億円 

普通株式 
約４３億円 

普通株式 
約４３億円 

約５億円 

優先株式（転換型） 
約８億円 

優先株式（転換型） 
約８億円 

H31/3計画 

H27/3予想 
H28/3計画 

H32/3以降 

当期純利益と「資本関連コストの推移」 

約
５
６
億
円 

H34/7以降目途に 
現金償還計画 

約
５
０
億
円 

約
７
１
億
円 

約
７
１
億
円 

劣後債務償還および社債型優先株式の取得消却による利息・配当負担軽減に 
加え、将来的に本件転換型優先株式の取得消却を進めたいと考えております。 

普通株式 
約４３億円 

約５億円 

優先株式（転換型） 
約８億円 

約
４
３
億
円 

劣後債務等 
約１６億円 

約１億円 優先株式 
（社債型） 

優先株式 
（社債型） 

H34/7以降 
劣後債務等 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 
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3.3.4.資本構成の推移 

普通株式＋ 
内部留保 

約１，５７０億円 

普通株式＋ 
内部留保 

約１，８９０億円 

H27/3予想 H28/3計画 

資本構成の推移 

劣後債務等 
８７０億円 

優先株式（社債型） 
４００億円 

劣後債務等 
７２０億円 

優先株式（社債型） 
１５０億円 

優先株式（転換型） 
２５０億円 

普通株式＋ 
内部留保 

約２，３２０億円 

H31/3計画 

優先株式（転換型） 
２５０億円 

H34/7以降 

普通株式＋ 
内部留保 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 



3.4.今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥの向上を重視した経営 

長期的資本政策の目的・狙い 

① 長期経営計画の達成に向けた確実性を高める 

② バーゼルⅢ対応に目途 

③ 「配当金＋劣後債務費用」の削減による内部留保蓄積 

④ 今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥを重視した経営 

3.4.今後の資本政策～株主還元の強化とＲＯＥの向上を重視した経営 

3.4.1.今後の資本政策～株主還元とＲＯＥの向上を重視した経営 … 35 

3.4.2.累積内部留保の推移 … 36 
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3.4.1.今後の資本政策～株主還元とＲＯＥの向上を重視した経営 

株主還元策の実施 

経営の安定性を確保しながら、地元の資金需要に積極的にお応えします 
結果として着実に長期計画達成を図ります 

劣後債務償還や、優先株式の取得・消却により 
自己資本規制対応コストを更に圧縮します 

蓄積した内部留保を活用し、積極的な株主還元に取り組みます 

収益力向上 

株主還元比率 
を経営指標に 

導入 

ＲＯＥ向上
を目指す 

ＲＯＥの推移 

８．４ 
％ 

７．９ 
％ 

H27/3予想 H28/3計画 

株主還元による 
ＲＯＥ向上 

平成27年2月23日付弊社プレスリリースより抜粋 
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3.4.2.累積内部留保の推移 
【単位：億円】  ◆ 株主資本合計 

27/3期

株主資本

1,969

200

150
250

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

27年3月期 28年3月期 29年3月期 30年3月期 31年3月期 32年3月期 33年3月期

28/3以降 
累積内部留保 

普通株式 
公募分 

第三種優先株 
取得原資 

H31/3 
第三種優先株式 

取得予定 

株主還元余力 

第七種優先株 
取得原資 

（予想） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） 
 (2020年度) 

※H28/3以降の累積内部留保から第三種優先株式と第七種優先株式の取得原資を差引いた合計額を「株主還元余力」と定めておりますが、株主還元の実施
に際しては、リスクアセットと劣後債務等の償還の状況を踏まえた自己資本比率と期間収益の水準、および経済環境等様々な状況を勘案して決定されます 



4.長期経営計画に追加的な収益向上策 

4.長期経営計画に追加的な収益向上策 
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4.01.長期経営計画に追加的な収益向上策 

 ・連結利益の極大化 
 ・ガバナンスの強化 
 ・意思決定のスピードアップ 
 
 主要子会社株主より少数株主持分の買取 
 約60～90％⇒95～100％化 

 持分比率引き上げにより 
 連結当期純利益は、 
 27年度以降押上げ効果 

関連会社の持分比率引上げ 効果 

 ・物件費抜本的削減に向けコンサル導入 
 
 原価計算や他社事例を活用 
 業者交渉のサポート 
 コスト管理に向けた体制見直し 

 価格の適正化に加え、 
 仕様や業者の変更まで 
 踏み込み削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 

ＢＰＲコンサル 効果 

 ・アベノミクス効果から相場環境好転 
 ・銀証連携、シェアアップに貢献 
 
 中期経営計画を見直し 

 開業1年で黒字化 
 創業時の累損を解消(前倒し) 
 27年度以降、上方修正 

池田泉州ＴＴ証券の計画見直し 効果 
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【ご参考】格付機関からのご評価 

Ｒ＆Ｉ ＪＣＲ 

池田泉州ホールディング
スの資本政策－課題への
取り組みが前進、池田泉
州銀行の信用力にプラス 

池田泉州HDが資本政策―
普通株増資を行えば池田
泉州銀行の格上げ濃厚に 

格上げ方向 ⇒ 信用力がさらに向上 
地元企業との取引拡大、市場調達コスト削減、当社株の投資家層拡大が期待 

現状:BBB+ 
  (ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ） 

現状:BBB+ 
  (ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ） 



41 



42 

 本資料には、将来の業績、目標、計画等の将来に関する記述が含まれています。 

 こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報に基づき、本資料の作成時点における予
測等を基礎として記載されています。また、これらの記述のためには、一定の前提（仮定）を使用
しています。これらの記述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来において不正確である
ことが判明したり、将来実現しない可能性があります。 

 当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項について
は、決算短信、有価証券報告書、ディスクロージャー誌、アニュアルレポート等、当社が公表いた
しました各種資料のうち最新のものをご参照ください。 

 本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本書の日付（またはそこに別途明記された日
付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有
しておりません。 

 また、本資料に記載されている当社ないし当社グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報
等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も行ってお
らず、また、これを保証するものではありません。 

 なお、本資料に掲載されている情報は情報提供のみを目的とするものであり、証券の勧誘のための
ものではありません。  


